
衆
議
院
議
員
の
任
期
は
10
月
21
日
ま
で

で
す
。
こ
の
日
ま
で
に
解
散
す
る
と
40
日

以
内
に
総
選
挙
が
行
わ
れ
ま
す
が
、
今
後

の
日
本
の
進
路
を
決
め
る
も
の
で
す
。

自
民
党
の
総
裁
と
首
相
の
看
板
換
え
を

し
て
も
大
企
業
、
財
界
、
富
裕
層
、
米
国

の
利
益
を
代
弁
す
る
自
公
政
治
に
変
わ
り

は
あ
り
ま
せ
ん
。
総
選
挙
で
自
公
政
権
の

存
続
を
許
す
の
か
、
そ
れ
と
も
立
憲
野
党

が
国
政
を
転
換
さ
せ
る
の
か
、
大
き
な
分

岐
点
に
立
っ
て
い
ま
す
。

今
度
の
総
選
挙
の
争
点
は
明
確
で
す
。

先
ず
国
政
転
換
は
社
会
保
障
政
策
の
充

実
に
あ
り
ま
す
。
そ
の
た
め
に
は
財
源
の

確
保
が
重
要
で
す
。
当
面
は
国
債
発
行
で

ま
か
な
う
と
し
て
、
将
来
的
に
は
大
企
業

の
５
０
０
兆
円
に
迫
る
「
内
部
留
保
金
」

（
２
面
の
図
参
照
）
に
メ
ス
を
入
れ
、
社

会
経
済
活
動
に
吐
き
出
さ
せ
る
こ
と
で
す
。

ま
た
、
富
裕
層
や
株
主
へ
の
配
当
金
の

課
税
の
強
化
、
不
要
な
米
軍

高
額
兵
器
の
爆
買
い
中
止
、

防
衛
費
削
減
等
で
財
源
が
生

ま
れ
ま
す
。

こ
う
し
た
財
源
を
、
社
会

保
障
制
度
の
拡
充
に
回
し
、

介
護
・
医
療
な
ど
の
自
己
負

担
率
を
下
げ
、
公
的
負
担
率

を
増
や
す
こ
と
が
で
き
ま
す
。

ま
た
、
コ
ロ
ナ
禍
が
追
い

打
ち
を
か
け
た
非
正
規
・
不

安
定
雇
用
者
の
「
格
差
と
貧

困
」
の
拡
大
を
止
め
る
た
め

の
施
策
も
可
能
で
す
。

さ
ら
に
、
コ
ロ
ナ
対
策
と

し
て
各
種
医
療
機
関
、
医
療

従
事
者
へ
の
手
厚
い
支
援
と

大
規
模
療
養
施
設
の
建
設
、

必
要
な
コ
ロ
ナ
対
策
支
援
金
の
交
付
な
ど

が
可
能
と
な
り
ま
す
。

ま
た
、
消
費
税
を
５
％
に
下
げ
、
中
小

零
細
企
業
の
支
援
、
生
活
改
善
と
社
会
の

消
費
喚
起
を
促
す
必
要
も
あ
り
ま
す
。

総
選
挙
は
、
こ
う
し
た
庶
民
の
切
実
な

願
い
を
実
現
さ
せ

る
チ
ャ
ン
ス
で
す
。

腐
り
切
っ
た
自

公
政
権
か
ら
、
国

政
の
大
転
換
を
図

り
ま
し
ょ
う
。
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もうたくさん！ さようなら～自公政権

衆議院総選挙における

野党共通政策の合意項目（抜粋）

――― 命を守るために政治の転換を――

１、憲法に基づく政治の回復

２、科学的知見に基づく新型コロナウイルス対策の強化

３、格差と貧困を是正する

４、地球環境を守るエネルギー転換と地域分散型経済システ

ムへの移行

５、ジェンダー視点に基づいた自由で公平な社会の実現

６、権力の私物化を許さず、公平で透明な行政を実現する

２021年9月8日

■安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合

■立憲民主党・日本共産党・社会民主党・れいわ新選組

上記政策を共有し、その実現に全力を尽くします。

自
民
党
は
菅
首
相
の
突
然
の
辞
任
表

明
で
総
裁
選
挙
を
実
施
し
、
岸
田
文
雄

前
政
調
会
長
を
選
出
し
、
目
前
の
総
選

挙
に
向
け
ア
ピ
ー
ル
を
し
て
き
ま
し
た
。

加
え
て
、
メ
デ
ィ
ア
も
連
日
総
裁
選

を
報
道
し
、
国
民
世
論
を
自
民
党
に
有

利
す
る
た
め
に
誘
導
し
て
き
ま
し
た
。

他
方
、
立
憲
野
党
４
党
は
「
市
民
連

合
」
と
「
野
党
共
通
政
策
」
で
合
意
し
、

総
選
挙
で
国
政
の
転
換
を
呼
び
か
け
、

小
選
挙
区
で
の
野
党
候
補
者
の
一
本
化

も
急
ピ
ッ
チ
で
進
ん
で
い
ま
す
。

総
選
挙
で
市
民
、
労
働
者
の
力
を
合

わ
せ
、
国
政
を
転
換
し
ま
し
ょ
う
。

総
選
挙
で
国
政
転
換
を
！

看
板
換
え
て
も
中
身
は
同
じ

も
う
自
公
政
権
と
手
を
切
ろ
う
！

社
会
保
障
政
策
の
拡
充
を
！

財
源
は
内
部
留
保
・
富
裕
層
か
ら



日
本
の
防
衛
戦
略
は
５
年
ご

と
に
「
防
衛
大
綱
」
で
決
ま
り

ま
す
。
「
防
衛
大
綱
」
は
こ
れ

ま
で
６
回
策
定
さ
れ
、
安
全
保

障
政
策
の
基
本
的
指
針
を
概
ね
中

長
期
的
な
視
点
で
定
め
た
も
の
で

す
。
そ
れ
を
基
に
具
体
的
な
防
衛

政
策
や
防
衛
装
備
調
達
量
を
中
期

防
衛
力
整
備
計
画
（
中
期
防
）
で

策
定
し
ま
す
。
こ
れ
を
踏
ま
え
て

各
年
度
の
防
衛
省
の
予
算
概
要
が

提
案
さ
れ
ま
す
。
現
在
「
30
大
綱
」

で
す
が
、
「
情
勢
の
厳
し
さ
」
を

理
由
に
、
政
府
・
自
民
党
か
ら
早

期
見
直
論
が
出
て
い
ま
す
。

集
団
的
自
衛
権
が
前
提

日
本
の
防
衛
政
策
の
基
本
方
針

や
周
辺
国
の
軍
事
情
勢
分
析
、
自

衛
隊
の
動
向
な
ど
を
「
白
書
」
は

ま
と
め
て
い
ま
す
。
白
書
は
「
積

極
的
平
和
主
義
」
を
基
本
に
、
日

本
の
防
衛
（
軍
事
）
戦
略
は
２
０

１
８
年
12
月
の
「
30
大
綱
」
で
は

「
多
次
元
統
合
防
衛
力
の
構
築
」

と
し
て
決
め
て
い
ま
す
。
そ
れ
は
、

①
宇
宙
・
サ
イ
バ
ー
・
電
磁
波
を

含
む
全
領
域
の
能
力
の
融
合
作
戦
。

②
平
時
か
ら
有
事
ま
で
、
戦
略
的

な
活
動
の
常
時
継
続
。
③
日
米
同

盟
の
抑
止
力
、
多
層
的
な
安
全
保

障
協
力
と
し
て
い
ま
す
。

米
軍
と
一
体
に
台
湾
防
衛

防
衛
の
重
点
を
南
西
諸
島
と
台

湾
に
シ
フ
ト
し
、
７
月
に
は
麻
生

太
郎
財
務
大
臣
が
「
台
湾
有
事
」

の
際
の
日
本
の
集
団
的
自
衛
権
の

行
使
に
言
及
し
て
い
ま
す
。

日
本
は
台
湾
「
有
事
」
を
想
定

し
、
南
西
諸
島
防
衛
力
強
化
の
た

め
、
こ
れ
ま
で
奄
美
大
島
、
宮
古

島
に
隊
員
約
１
３
０
０
名
の
部
隊

配
置
。
石
垣
島
に
は
２
０
１
９
年

か
ら
地
対
艦
ミ
サ
イ
ル
部
隊
基
地

建
設
を
進
め
て
い
ま
す
。

敵
基
地
先
制
攻
撃
の
準
備

ま
た
、
兵
器
の
開
発
で
は
「
12

式
地
対
艦
誘
導
弾
」
を
改
良
し
、

射
程
１
５
０
０
キ
ロ
ま
で
の
長
距

離
ス
タ
ン
ド
オ
フ
能
力
（
敵
迎
撃

能
力
の
射
程
外
か
ら
攻
撃
す
る
）

を
高
め
て
、
中
国
、
朝
鮮
、
台
湾

「
有
事
」
の
敵
基
地
攻
撃
能
力
の

保
有
を
狙
っ
て
い
ま
す
。

軍
事
費
増
額
は
常
識
化
？

来
年
度
の
防
衛
費
概
算
要
求
総

額
が
過
去
最
高
の
５
兆
４
７
０
０

億
円
台
が
計
上
さ
れ
ま
し
た
。
し

か
も
、
「
事
項
要
求
」
（
米
軍
思

い
や
り
予
算
等
）
の
別
予
算
は
含

み
ま
せ
ん
。
こ
の
ま
ま
で
は
国
内

総
生
産
（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
の
１
％
を
超

え
、
２
％
も
想
定
さ
れ
ま
す
。

中
国
と
の
合
意
を
破
る
な

日
本
は
中
国
の
「
脅
威
」
を
意

識
的
に
煽
る
の
で
な
く
、
１
９
７

２
年
の
日
中
共
同
声
明
、
１
９
７

８
年
の
日
中
平
和
条
約
な
ど
４
つ

の
合
意
文
書
（
互
恵
平
等
・
内
政

不
干
渉
・
台
湾
は
中
国
の
領
土
の

不
可
分
の
一
部
）
等
を
尊
重
す
べ

き
で
す
。
ま
た
、
憲
法
９
条
に
立

ち
返
り
、
米
国
軍
事
戦
略
に
組
せ

ず
、
独
自
外
交
を
展
開
す
る
こ
と

が
真
の
安
全
保
障
戦
略
で
す
。

『 週 刊 新 社 会 』 号 外
(1988年１月18日第三種郵便物認可)

2021年10月

新社会党機関紙「新社会」を読みませんか

月４回発行・タブロイド判・月額700円・送料１６８円
お問い合わせ先

防衛費９年間うなぎのぼり ２０２２年度は過去最高

周辺国との緊張を煽り、自衛隊の肥大化を狙う

内部留保とは、企業が生み出した利益か
ら税金や配当、役員報酬などの社外流出
分を差し引いたお金で、社内に蓄積され
たものを指します。社内留保ともいいま
す。（SMBC日興証券・HPより）

憲
法
前
文
と
９
条
無
視
の
自
公
政
権

２
０
２
１
年
度
版
防
衛
白
書

が
８
月
に
出
ま
し
た
。
こ
れ
と

並
行
し
て
防
衛
費
の
増
額
と
南

西
諸
島
の
軍
事
動
向
が
報
道
さ

れ
て
い
ま
す
。
コ
ロ
ナ
禍
に
喘

ぐ
国
民
を
よ
そ
に
「
中
国
の
脅

威
」
を
煽
り
、
防
衛
費
（
軍
事

費
）
は
９
年
連
続
し
て
増
額
さ

れ
て
い
ま
す
。
米
国
の
高
額
兵

器
の
爆
買
も
入
っ
て
い
ま
す
。

日
本
は
平
和
外
交
を
基
調
と

し
、
防
衛
費
の
大
幅
な
削
減
を

す
べ
き
で
す
。

「赤旗」2020年10月

内部留保金説明図

新婦人しんぶん2019年7月
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